
災害派遣精神医療チーム：ＤＰＡＴ（Disaster Psychiatric Assistance Team）
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大規模災害等の後、被災地域に入り、精神科医療及び精神保健活動の支援を行う専門的なチーム

出典：DPAT事務局作成資料 １

資料４
災害時心のケア対策について



DPATの構造と役割

先遣隊 班 班班

＜主な機能＞
・本部機能の⽴ち上げ
・ニーズアセスメント
・急性期の精神科医療ニーズ
への対応

単⼀医療機関で組織 複数機関の合同組織でも可

＜主な機能＞
・本部機能の継続
・被災地での精神科医療の提供
・精神保健活動への専門的支援
・被災した医療機関への専門的支援
・支援者への専門的支援

精神科医 看護師 業務調整員
を含んだ⾞での移動を考慮した機動性の確保できる⼈数で構成

出典：DPAT事務局作成資料

発災後48時間以内に
活動開始 必要に応じて、数週間から数ヶ月活動

２

（後続隊）



DPAT活動実績（令和３年２月現在）

出典：DPAT事務局作成資料（一部追加） ３

平成26年9月

御嶽山噴火

平成29年７月

九州北部豪雨

平成27年9月

平成27年9月
関東・東北豪雨

平成29年3月

那須雪崩事故

平成30年7月

平成30年7月豪雨

令和元年１０月

台風１９号

平成３０年９月

北海道胆振東部地震

令和元年９月

台風１５号

平成26年8月

平成26年8月豪雨

平成28年4月
平成28年熊本
地震

令和2年７月
令和2年7月
豪雨



令和３年２月
クラスター発生
一般病院支援

DPAT活動実績（令和３年２月現在）

※新型コロナウイルス感染症対応分

出典：DPAT事務局作成資料（一部追加） ４

令和2年５月
クラスター発生
精神科病院支援

令和2年2月
横浜港クルーズ
船

令和3年1月
クラスター
発生精神科
病院支援

令和2年2月
帰国者受入施設

沖縄県

（国立保健医療
科学院、税関研
修所等）

令和2年11月
クラスター発生
精神科病院支援



本県におけるＤＰＡＴの体制整備の経緯等

５

○ 平成２８年 ４月

ＤＰＡＴを熊本県に派遣

・日下部記念病院チーム ・県立北病院チーム ・住吉病院チーム ・県庁チーム

○ 平成２９年１２月

山梨県災害時心のケアマニュアルを策定（平成３１年３月改訂）

○ 平成３０年 ３月

ＤＰＡＴの派遣に関する協定を締結（山梨大学・山梨県精神科病院協会・県立北病院）

○ 平成３０年 ９月

ＤＰＡＴ活動のあり方等について研修（本県主催）を実施 ３７名（８チーム参加）

○ 令和 元年 ７月

ＤＰＡＴ先遣隊研修（国のＤＰＡＴ事務局主催）へ参加し、本県初の先遣隊を編成

県立北病院（４名）

○ 令和 ２年１１月

ＤＰＡＴ先遣隊研修へ県立北病院から３名が参加し、隊員として登録



６

山梨県におけるＤＰＡＴの体制（※医師を含む）

山梨大学附属病院
① 医１・看１・業２

住吉病院
② 医１・看１・業３

日下部記念病院
③ 医１・看１・業３

県立北病院
（先遣隊を兼ねる）
④ 医１・看１・業２
⑤ 医１・看１・業２

医：医師 看：看護師・保健師 業：業務調整員（事務職、コメディカルスタッフ）

※ 先遣隊：発災から
概ね48 時間以内に
被災した都道府県
等において活動でき
るチーム。



先遣隊の活動に必要な資機材の整備状況 （令和２年度）

７

区 分 品 名 数量 備 考

通信・記録機器

モバイルパソコン ２台

モバイルプリンター １台

衛星携帯電話 １台 ワイドスターⅡ

モバイルWi-Fiルーター １台

服装・装備 DPATベスト １５着 派遣時着用



今後の取組について

８

○ ＤＰＡＴ統括者（※）の選任

本県では、現在１名を任命しているところであるが、ＤＰＡＴに関する業務は長期・多岐に

わたることが想定されるため、今後、協定病院等と協議のうえ、複数名を任命する。

※ ＤＰＡＴ調整本部において、本県のＤＰＡＴの指揮・調整や、精神科医療機関の被災状況等の情報収集、

厚生労働省との情報共有等の業務を統括する者。

○ ＤＰＡＴ後続隊の養成

ＤＰＡＴの活動は、１チーム１回あたり１週間を標準とするが、大規模災害時等においては

長期間の活動が想定されるため、継続した活動を維持できるようチームの養成を促進する。

※ 現在５チーム（うち２チームは先遣隊を兼ねる。）

○ 災害拠点精神科病院（※）の指定

地域の実情を踏まえ、各都道府県に１ヶ所以上確保することとされており、全国的にも整備

が進んでいることから、指定に向け必要な協議や検討を進めていく。

※ 災害時に地域で精神科医療の中心的な役割を担う医療機関［全国では６都府県９ヶ所（R2.5厚生労働省

調べ）］


